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在宅医療等の確保の方向性（医療需要）

入
院
医
療

在
宅
医
療
等

H37医療需要
（津軽地域）

（県全体） 在宅医療等の医療需要の推計 （津軽地域）

○ 青森県地域医療構想では、平成３７年における在宅医療等の医療需要を１６，１７９人／日と推計している。
○ 在宅医療等とは、居宅、有料老人ホーム、介護老人保健施設など病院・診療所以外の場所で提供される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応
可能な患者の受け皿となることを想定している。特に人口が分散しているへき地等を含む町村部については、病院周辺の介護施設への集約なども含
め、 地域の実情に合った在宅医療提供体制を検討する。

入院から
在宅医療等
へ移行
７１０

（人／日）

1

参考４

一般病床からの移行

608.08

（外来等で対応の見込み）

療養病床からの移行
（追加的需要）

101.92

介護医療院 86.00

介護施設等 6.63

訪問診療A 9.29

訪問診療 Ｂ
1,378.61

B 高齢者人口

の増等により増
加するH37時点

での在宅患者
の見込み数

A 入院から在宅医療等への移行
（追加的需要）による需要の増

訪問診療 Ａ
9.29

Ａ＋Ｂ
1,387.90（※）

H37訪問診療見込数

在宅医療等への移行の内訳（人/日）

医療計画の目標値

（医療計画の目標値）

（介護保険計画の目標値）

老健
１，３１９
（人/日）

訪問診療 Ｂ
1,378.61
（人/日）

191.82増加

H25実績 1,196.08

H32目標 1,307.98

H35目標 1,355.93

H37目標 1,387.90

※新保健医療計画における訪問診療の
目標値（太枠） （人/日）



高齢者が増加し、在宅医療の需要が増加している中で、居宅及び介護施設等で在宅患者訪問診療料を算
定した医療機関数（人口１０万対）を比べると、東北地方でも下位となっており、訪問診療を実施する医療機関
を拡充していく必要がある。

○各郡市医師会の取組
在宅医療に係る相談窓口の設置、地域の関係者間での会議の開催、研修会の開催、医療介護資源マップ
の作成とＨＰ掲載、患者情報の共有システムの構築など

○県医師会の取組
在宅医療専門研修の実施、多職種連携研修の実施及び在宅医療情報サイトの作成とＨＰ上での普及・啓発
活動の実施

１．訪問診療

課 題

在宅医療等の確保に向けた関係団体の取組状況（～平成29年度）

取 組

2

２．訪問歯科診療

訪問歯科診療を実施している診療所数（人口10万対）は東北地方でも下位となっており、在宅医療に取り組
む歯科診療所を増加させる必要がある。

○県歯科医師会の取組
在宅歯科医療連携室整備事業として、在宅歯科医療等に関する相談の受付、在宅歯科診療所の紹介及び
在宅歯科診療を実施する医療機関に対する医療機器の貸出等を実施

課 題

取 組



3

３．訪問薬剤管理指導

訪問薬剤管理指導（介護保険分）を実施している事業所数（人口10万対）は、東北各県と同程度となっている
が、今後の訪問診療の増加に合わせて拡大していく必要がある。

〇県薬剤師会の取組
①在宅医療に対応するため、各地域における薬局の連携体制（在宅医療支援薬局群）及び近隣市町村薬
局からの支援体制（在宅医療サポート薬局）を構築

②在宅医療支援薬局群、在宅医療サポート薬局のガイドマップを作成し、医療機関及び住民への周知を図
る。

課 題

取 組

在宅医療等の確保に向けた関係団体の取組状況（～平成29年度）

４．訪問看護

課 題 訪問看護ステーションの数（人口10万対）は東北各県と比べて多いが、１施設当たりの従事者数が少ない小
規模な事業所が多く、安定した訪問看護の提供のためにも従事者数の確保など機能強化を図る必要がある。

○全日病青森の取組
訪問看護推進事業として訪問看護に関する研修の実施や訪問看護ステーションの普及・啓発活動を実施

○各訪問看護ステーションの取組
看護職員の人材確保（育成・定着）のために、初めて訪問看護に従事する職員に対して、研修を実施

取 組



在宅医療等の確保の方向性～新保健医療計画（在宅医療対策）における目標項目～

定義
新計画策定時
（H27年度）

目標値
（H35年度）

（参考）
現状値（直近値）

（参考）
現状値の出典元

退院支
援

①退院支援担当者を配置してい
る医療機関数

退院調整支援担当者がいる施設数 44 増加 - 医療施設調査（特別集計）

②訪問診療を行う医療機関数
在宅患者訪問診療料を算定した医療
機関数

212 現状維持 210 NDB

③訪問看護ステーション従業者
数

訪問看護ステーション従業者数（常勤
換算）

589.4 712.0 -
介護サービス施設・事業所調
査（特別集計）

④訪問診療を受けた患者数
在宅患者訪問診療料が算定されたレ
セプト作成数

52,033 62,875 53,906 NDB

⑤歯科訪問診療を実施している
診療所数

歯科訪問診療（居宅または施設のいず
れか）を実施している診療所数

114 増加 207
NDB
（H26）データは医療施設調査
（特別集計）

⑥訪問薬剤管理指導を実施する
事業所数

居宅療養管理指導、介護予防居宅療
養管理指導のいずれかを算定した事
業所数

153 増加 191 介護DB

⑦在宅療養後方支援病院数 在宅療養後方支援病院届出数 2 増加 3 診療報酬施設基準

⑧２４ｈ体制を取っている訪問看
護ステーション従事者数

２４時間対応体制加算の届け出施設従
業者数（常勤換算）

484.3 増加 -
介護サービス施設・事業所調
査（特別集計）

看取り ⑨看取り数
看取り加算、死亡診断加算の算定件
数（レセプト件数）

1,455 増加 1,483 NDB

日常の
療養支
援

急変時
の対応

項目

（H28）

（H28）

（H27） （H28）

（H29）（H27）

（H27） （H28）

（H28）（H27）

（H27）

（H26）

（H27）

（H26）

（H27）（H27）
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在宅医療提供体制の構築に向けた県の取組について

【課題④；施設間連携強化】

各地域で施設間の多職種が連携
した体制づくりが必要

⇒専門研修の実施（H25～）
⇒多職種連携研修の実施
（H25～）

【課題①；在宅療養支援病院・診療所】
病院９か所、診療所83か所（Ｈ30年2月現在）に留まっており、在宅医療に取り組む施設を増やす
取組が必要
⇒医療機器整備や訪問車両整備への支援（Ｈ28～）

⇒医療クラークの導入支援（H30～新規）

【課題③；かかりつけ薬局】
在宅医療を担う薬局の基盤強化が必要
⇒訪問服薬支援体制強化（H29）

【課題②;訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ】
・慢性的な人材不足
・24h体制の整備
⇒専門研修の実施（H25～）

⇒新人訪問看護師の養成
に係る経費を支援（Ｈ28～）

⇒訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝの機能
充実のための設備整備への
支援（Ｈ28～）

⇒特定行為に係る看護師の
研修受講経費の支援
（H29～）

⇒訪問看護PRのTVCMの放送
（H29～)

⇒訪問看護の体験型研修の実施
（H30～新規）

⇒訪問看護ステーションの機能強
化等に向けた協議の実施

【課題⑤；へき地等】

受療環境が厳しい住民等が、安心
して医療を受け続けることができる
体制づくりが必要

⇒通院支援等に係る市町村の取組
を支援（H28）
⇒ICTを活用した遠隔医療モデル
の構築（研究委託）
（H29～H30）

5

【課題⑥：医療的ケア児に対する支援】

⇒普及・啓発の実施（H30～新規）
⇒支援ネットワークの構築（H30～新規）
⇒看護師に対する研修の実施（H30～新規）

訪問看護ステーション

歯科診療所

後方支援病院

患者情報
事前登録

在宅療養支援病院・診療所

訪問診療

訪問看護

かかりつけ薬局

薬剤指導等

在宅医療と施設入所の
ベストミックスの取組



１ 日時・場所・参集範囲

（１）日 時: 平成３０年３月１６日（金）１３時３０分～１６時３５分

（２）場 所: 青森県総合社会教育センター 大研修室

（３）参集範囲: 各市町村、地域包括支援センター、自治体病院・診療所、

訪問看護ステーション、保健所職員

市町村職員を中心とした約１３０名が参加

２ プログラム

○医療・介護連携に取り組む行政説明（地域医療構想の推進と在宅医療の確保）

○事業者からの講演（在宅医療連携拠点事業所チームもりおか所長 板垣氏を講師
に迎え、医療保険・介護保険に関する制度の面から医療・介護連携について解説い
ただいた。）

〇県内自治体病院の取組発表（平内中央病院リハビリテーション科長 米田氏を講師
に迎え、同院で在宅医療への取組について発表いただいた。）

○情報交換

参加者からの質疑応答及び県と講師・発表者による意見交換

在宅医療提供体制の構築に向けた県の取組について～在宅医療・介護連携研修会について～

○ 地域医療構想の実現に向けた取組の中でも重要となる在宅医療・介護連携については、介護保険法の地域支援事業に位置づけられ、平
成３０年４月から、全ての市町村において取り組みが行われている。
○ 県ではこれまで、多職種協働による地域での包括的な在宅医療の提供体制を構築するため、多職種連携を円滑に 進めるためのノウハウの
確保に向けたモデルチームの活動や在宅医療連携拠点の整備に関する取組を進めてきた。
○ 平成２８年度は市町村の地域支援事業の円滑な実施に資することを目的に、市町村及び事業に取り組む関係者に対し、在宅医療の推進に
向けた他県の先進的な事例を紹介するとともに、本県における取組事例を発表、平成２９年度は、市町村が在宅医療・介護連携を進めるうえ
で必要不可欠な介護保険、医療保険等の制度に関する理解の促進に資する講演のほか、在宅医療・介護の現場での課題解決などに向けた
体制の構築について、事例紹介をした。
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研修で使用した
資料の1部抜粋



在宅医療等の確保の方向性～医療・介護関係者と連携した市町村の取組～

２．在宅医療（訪問診療）に取り組むための課題と方向性

１．在宅医療等の医療需要の増加分への対応方策

市町村は、医療・介護関係機関と連携し、（１）と（２）をどのように組み合わせて今後の在宅医療の医療需要に対応するか検討のうえ、
介護保険事業計画の介護サービス等の見込みや、訪問診療の確保に向けた在宅医療・介護連携の取組を進める。

●在宅医療・介護連携推進については、介護保険の地域支援事業に位置づけられ、市町村が主体となって、郡市医師会等と連携し
つつ取り組むこととされた（平成30年4月には全ての市町村で実施）。

●地域支援事業の事業項目（ウ）「切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進」
地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と介護が一体的に提供される体制の構築を目指した取組を行う。

① 在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院、在宅療養後方支援病院の増加
② ２４時間体制の訪問看護ステーションの整備
③ ２４時間対応の介護事業者の増加
④ 在宅患者訪問薬剤管理指導を実施する薬局の増加

⑤ 病院の近くに在宅医療等の対象となる有料老人ホーム、サ高住を整備するなど在
宅医療等の提供側・受け手側双方の都合を考慮した街づくり
⑥ 点在する住居を街の中心部に集約するといった訪問診療を実施しやすい街づくり

⑦ 地域の在宅医療と介護の連携を支援する相談窓口の設置
⑧ 主治医・副主治医制の導入
⑨ 医療従事者、介護従事者による多職種協働の連携体制の構築
⑩ 入院から退院までのルール作り

（１）訪問診療 （２）介護老人保健施設等

①自宅での在宅医療の提供 ①施設整備
②有料老人ホームやサ高住等における受療体制の確保 ②介護療養病床の老健等への施設転換

【参考】
①在宅療養支援診療所

地域において在宅医療を支える２４時間の窓口とし
て、他の病院、診療所等と連絡を図りつつ、２４時間
往診、訪問看護等を提供する診療所
（津軽地域の施設数：２９）

②在宅療養支援病院
診療所のない地域において、在宅療養支援診療所
と同様に在宅医療の主たる担い手となっている病院
（津軽地域の施設数：２）

③在宅療養後方支援病院
２００床以上の病院で、在宅医療で急変した患者の
入院受け入れ体制を持ち、在宅療養支援診療所、在
宅療養支援病院を、後方で支える役割を発揮する。
（津軽地域の施設数：０）

④訪問看護ステーション
（津軽地域の施設数：３５）

１．医療資源の確保（訪問体制の整備）

２．在宅医療に対応する街づくり（受療体制の整備）

３．連携体制の構築
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県による

・在宅療養支援診療所等の増加など医療資源の確
保に向けた取組

・多職種協働による連携体制の構築に向けた研修
の実施など人材育成
・退院調整ルールの構築など医療・介護連携の推進
・へき地での医療提供体制確保に向けた支援 等

在宅療養支援病院・診療所 介護サービス事業所

薬 局

歯科診療所

在宅医療連携拠点
（郡市医師会等）

地域包括支援センター
市町村等

訪問看護ステーション

後方支援病院

関係機関の連携
体制の構築

訪
問
診
療

訪
問
看
護

介護施設等を中心に
在宅医療を提供

在宅医療実施機関は少数。
個別の住居まで訪問するこ
とが困難

○患者輸送等により医療を提供
【へき地等地域医療支援対策事業】に
より、患者輸送等を行う市町村を支援

活動支援

訪
問
診
療

訪
問
看
護

訪
問
診
療

訪
問
看
護

訪
問
診
療

訪
問
看
護

都市部 町村部等

病院周辺への介護施設の誘致など、訪
問しやすい環境の整備が必要
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在宅医療等の確保の方向性～医療・介護関係者と連携した市町村の取組～

活動支援

多数の在宅医療実施機関が存在。
訪問先が距離的に近く、効率的に
訪問診療が可能

訪
問
診
療

訪
問
看
護

３．地域性を踏まえた必要と考えられる市町村の取組

環 境 必要と考えられる取組

都
市
部

住宅が密集し、有料老人ホーム等の施設も多く、在宅医療を必要と
する患者が集中しているほか、在宅医療を提供する在宅療養支援診療
所・訪問看護ステーション・薬局等の資源も多いため、医師、看護
師、薬剤師、介護職などの多職種の在宅医療チームにより、効率的
に訪問診療を行うことが可能と見込まれる。

○医療・介護連携体制の構築、相談窓口設置、入退院調整のしくみづくり等
○在宅医療が必要な患者に届いているかの確認
○都市周辺部における医療の確保
○介護事業者に対する２４時間対応の働きかけ

町
村
部

在宅医療が必要な患者が分散し、在宅医療提供者にとって効率な訪
問が難しいほか、在宅医療を提供する在宅療養支援診療所等の資源
も少なく、在宅医療を提供するには、厳しい環境となっている。

○医療・介護連携体制の構築、相談窓口設置、入退院調整のしくみづくり等
○病院周辺への介護施設の集積など、訪問しやすい環境を整備し、効率的に
訪問可能な在宅医療の提供
○中心部から離れた地域では、患者輸送等による医療の提供を検討

訪
問
診
療

訪
問
看
護

居宅、施設等で在
宅医療を提供

訪
問
診
療

訪
問
看
護

支
援

市町村



在宅医療・介護連携推進事業（介護保険の地域支援事業、平成２７年度～）

 地域の医療機関の分布、医療機能
を把握し、リスト・マップ化

 必要に応じて、連携に有用な項目
（在宅医療の取組状況、医師の相
談対応が可能な日時等）を調査

 結果を関係者間で共有

（ア）地域の医療・介護の資源の把握

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と
対応策の検討

 地域の医療・介護関係者等が参画する会議を
開催し、在宅医療・介護連携の現状を把握し、
課題の抽出、対応策を検討

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

 医療・介護関係者の連携を支援するコーディ
ネーターの配置等による、在宅医療・介護連携
に関する相談窓口の設置・運営により、連携の
取組を支援。

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援

 情報共有シート、地域連携パス等の活用
により、医療・介護関係者の情報共有を
支援

 在宅での看取り、急変時の情報共有にも
活用

（キ）地域住民への普及啓発

 地域住民を対象に
したシンポジウム等
の開催

 パンフレット、チラ
シ、区報、HP等を
活用した、在宅医
療・介護サービスに
関する普及啓発

 在宅での看取りにつ
いての講演会の開催
等

（カ）医療・介護関係者の研修

 地域の医療・介護関係者がグループワーク等を
通じ、多職種連携の実際を習得

 介護職を対象とした医療関連の研修会を開催
等

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制
の構築推進

◆地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅
医療・介護サービスの提供体制の構築を推進

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区
町村の連携

◆同一の二次医療圏内にある市区町村や隣
接する市区町村等が連携して、広域連携
が必要な事項について検討

○事業項目と取組例

○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進事業（平成

25年度～）により一定の成果。それを踏まえ、介護保険法の中で制度化。

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等と連携しつつ取り組む。

○ 実施可能な市区町村は平成27年4月から取組を開始し、平成30年4月には全ての市区町村で実施。

○ 各市区町村は、原則として（ア）～（ク）の全ての事業項目を実施。

○ 事業項目の一部を郡市区医師会等（地域の医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。

○ 都道府県・保健所は、市区町村と都道府県医師会等の関係団体、病院等との協議の支援や、都道府県レベルでの研修等により支援。国

は、事業実施関連の資料や事例集の整備等により支援するとともに、都道府県を通じて実施状況を把握。
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※介護老人保健施設、訪問看護ステーション、有料老人ホームについては平成30年4月1日現在、それ以外の施設については平成30年
2月1日現在の数

在宅療養支援病院・診療所、有料老人ホーム
の状況

病院、老健、訪問看護ステーション等の状況

公立・公的病院 その他の病院 介護老人保健施設 老人福祉施設（特養等）

訪問看護ステーション

在宅療養支援病院 在宅療養後方支援病院 在宅療養支援診療所 有料老人ホーム

・介護老人保健施設 １６施設 定員１，５１５人
・訪問看護ステーション ３５施設

・在宅療養支援病院 ２施設
・在宅療養支援診療所 ２９施設
・在宅療養後方支援病院 ０施設
・有料老人ホーム ９０施設 定員２，６０８人

在宅医療等の確保の方向性（在宅医療等の医療資源）

弘前市

黒石市

平川市
西目屋村

板柳町

大鰐町

田舎館村

藤崎町

弘前市

黒石市

平川市
西目屋村

板柳町

大鰐町

田舎館村

藤崎町


